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東 日本大震災被災地における
被災公文書のレスキュー活動
岩手県陸前高田市の事例
島 田 克 彦
は じめ に
本論は,筆者が2011年5月以来,全 国歴史資料保存利用機関連絡協議会
(全史料協)東 日本大震災臨時委員 として取り組んできた被災地における記録
資料保全活動,す なわち岩手県陸前高田市役所における被災公文書の レスキ
ュー(救 出 ・復旧)活 動について報告するものである。全史料協 とは,国及
び地方自治体,大学の公文書館,文書館等の機関及びその職員等によって1976
年に結成された団体である。2011年9月1日現在,機 関会員141機関,個人
会員295人が加盟 している。結成以来,古 文書などの各種歴史資料,現 用及
び歴史的公文書等の適切な保存 と活用,及 び将来への継承の促進を目指 し,
会員相互の交流 と研鑑,実 務の向上を実現すべ く活動 して きた。
日本近現代史を専攻する筆者は,本学着任(2011年4月)以前,兵庫県尼
崎市立地域研究史料館において古文書や歴史的公文書の収集 ・保存 ・整理 ・
公開といった一連の業務')に非常勤嘱託として従事 してきた。同館は全史料協
1)平成22年4月1日 付の辞令書では 「地域研究史料館の地域史料研究業務」 となっ
ている。
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の機関会員であることか ら,筆者は在職中か ら例会や研究会に出席 したり,
近畿部会運営委員を務めるなどの形で活動に関与 して きた。現在は個人会員
であるが,5月 に東日本大震災臨時委員の委嘱(2012年3月末まで)を受け,
上記の活動に参加することになったのである。
現在,日 本及び世界は,大規模自然災害多発時代に突入 しつつあるように
思われる。特に日本においては,こ うした災害の多発をはじめ,新 自由主義
的構造改革による地域社会の解体が進み,人 々がそこに生 き続けてい くこと
が困難になるような地域社会の状況が厳存 している。
こうした中,全史料協がその成立に大 きな関心を寄せて きた公文書管理法
が施行された。 きわめて きびしい社会情勢の下で,同 法が施行されたといわ
ねばならない。省庁及び地方公共団体 あるいは独立行政法人等において公
文書の取 り扱いに従事する者は,同法が定める公文書の適切な取 り扱いを実
現させる責務を有するわけだが,公 文書関連業務に密接な関係を持つ職能団
体 としての全史料協は,この法の精神を現実の ものにしてい くためにも,現
在の社会状況 と向 き合ってい く姿勢を問われることになるのではないだろう
か。本論がこうした大 きなテーマに接近する素材 となれば幸いである。
とはいえ本論は,全史料協臨時委員会が取 り組んだレスキュー活動に対象
を限定せざるを得ない。以下,津 波による水損被害を受けた,岩手県陸前高
田市が保有する現用公文書のレスキュー活動の現状 と課題について報告する2)。
1。文化財等救援委員会への参加 と全史料協臨時委員会の設置
震災発生直後,全 史料協においては,調査 ・研究委員会によって加盟機関
を対象 とした被災状況の聞 き取 り調査が行われた。同委員会では全国加盟機
関へ電話等によって被害状況の聞き取 り調査を行い,その結果を全史料協WEB
サイ トにて公表 した。
こうした応急的対応に加えて,よ り組織的な,職能団体 としての活動の場
2)概要を述べたものとして,井 口和起 ・福島幸宏 「東 日本大震災と全史料協の対応」
(「アーカイブズ』第45号,2011年10月)がある。
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となったのが,文 化庁の呼びかけによって結成された,東北地方太平洋沖地
震被災文化財等救援委員会による文化財レスキュー事業であった。4月,近藤
誠一文化庁長官によって専門家の結集 と寄付金 ・義援金への協力が呼びかけ
られた。4月15日にはその第1回 会合が開かれ,全史料協からは会員である
青木睦氏 と小川千代子氏が出席 している。全史料協は多数の文化財 ・美術関
係の諸団体 とともに委員会の構成メンバーとなり,被災 した文化財等の救出
活動に加わってい く団体 として位置づけられたのである。
ここで,救 援委員会による活動の特色にふれてお きたい。事務局の岡田健
氏は,「レスキューの対象は,沿岸部の民具 ・漁労具 ・農具や鯨の剥製標本な
どを保管 して きた資料館,そ して民家などが多い」 と述べている。さらに岡
田氏は,宮城県の石巻文化センター,岩手県の陸前高田市立博物館の存在に
触れ,「いずれも総合博物館として地域の文化の保存 ・継承 ・教育に大 きな役
割を果たして きた施設」であると指摘,こ れ らが沿岸部に立地 していたこと
か ら重大な被害を受けたと述べている3)。こうした岡田氏によるまとめと,実
際の活動状況か ら判断すると,救援委員会の活動においては,博物館や美術
館に収蔵された 「館蔵品」の レスキューにその主たる力量が発揮されたとい
えよう。
このような救援委員会の中にあって,全 史料協がいかなる領域で活動する
ことが想定されていたのだろうか。4月の時点では,こ うした場で活動する全
史料協の像が,ま だ明確になってはいなかったと思われる。 とはいえ,全 史
料協 としての震災への対応の必要性は広 く共有されてお り,そのための特別
委員会を設置するという方向で議論がまとまっていった。
こうして5月26日に,神奈川県寒川文書館で開かれた全史料協の本年度第
1回役員会において,1年の時限的措置として 「東 日本大震災臨時委員会」を
設置することが承認されたのである。委員長には副会長の小松芳郎氏(松 本
市文書館)が 就任,筆 者を含む9人の委員を会員か ら選任,さ らに事務局を
3)岡田健 「文化財 レスキュー事業について一象徴的に始められた石巻文化センター
でのレスキュー活動」「博物館研究』第46号,2011年9月。
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長野県立歴史館 と京都府立総合資料館に置 くこととなった4)。
2.被災自治体における現用公文書をめ ぐる動向
今回の震災 ・津波 ・原発によって,沿 岸部か ら内陸部にいたるまで,き わ
めて多数の自治体が大規模かつ複合的な被害を受けた。その被害のあり方は,
津波による被害を受けたところもあれば,震災 と建物倒壊による被害を受け
た地域 も多数あるという具合に,地域によって一様ではない と思われる。自
治体支援に際 しては,地域による被害状況の違いに応 じた,きめ細かい対応
が本来求め られよう。
全史料協臨時委員会では,自治体ごとの被害状況調査に取 り組 もうとして
いる。 しか し現段階ではまだ報告で きるだけの成果が現れていない。これに
は,地方自治体における公文書管理の態勢が統一されてお らず,平 常時にお
いて もその全体的把握が困難であるという状況 も背景にある。この成果報告
については今後の課題 とし,ここでは臨時委員会が活動する上で前提 となっ
た,公文書 レスキューの先行事例を紹介 してお きたい。
第1は,群 馬県立文書館による宮城県女川町役場公文書の レスキューであ
る。これは県による被災地支援の一環 として取 り組まれた事業であるが,活
動の基礎 となったのは日本自治学会を通 じた文書館 と三陸地方自治体 との関
係であったという。群馬県立文書館は震災後いちはや く沿岸部自治体の調査
に入 り,全史料協に対 しても情報提供があった。6月9日,国 立公文書館にて
開催された全国公文書館長会議においてこの調査結果が報告され,何 らかの
対応が必要との認識が関係者に共有されることになった。そして文書館では,6
月か ら被災公文書のうち約1,200点(簿冊)を 現地か ら文書館まで搬送 し,
復旧作業を開始 した。この作業は9月 に完了 し,9月29日には女川町へ返還
4)臨時委員会の構成 は次の通り。小松芳郎(松 本市文書館。委員長),青木睦(国文
学研究資料館。副委員長),小川千代子(国 際資料研究所),佐々木和子(神 戸大
学地域連携推進室),小川雄二郎(BOSAIインターナショナル),長谷川伸(新 潟
市歴史博物館),島田克彦(桃 山学院大学),西村慎太郎(国文学研究資料館),佐
藤正三郎(野 田市郷土博物館)
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された。
第2は,国 文学研究資料館による岩手県釜石市役所をはじめ とする,津波
被災自治体公文書の レスキューである。国文研では青木睦准教授が中心 とな
って,4月上旬から津波被災地の調査を行った。特に釜石市役所では連休明け
か ら本格的な公文書 レスキューが開始され,成果を挙げている5)。釜石の事例
は,約20,000点にのぼる大量の公文書の復旧作業を現地で実施 したという点
が注 目される。
こうして被災公文書の レスキュー活動が実際に動 き始めたことにより,臨
時委員会の活動 もようや く焦点を結んでくる。7月2日 ・3日には,国文研 と
臨時委員会の共催で,釜 石市役所公文書の レスキュー活動について報告会を
開催 した。各地か ら臨時委員が釜石市に入 り,国文研の活動の経過 と現状,
今後の課題について報告を受け,併せて現地視察 と作業の実習を行った。現
地での報告会を通 じて,臨 時委員会としても何らかの被災地支援を行うべき,
との認識がより強 く共有されるようになった。
また臨時委員会では,群馬県公文書館か ら寄せ られていた,津波被災自治
体に関する情報にも注 目していた。この現地入 りの機会に,事務局メンバー
が陸前高田市の視察を行い,現 地で開催 した第2回 臨時委員会で報告を行っ
た。
このように7月2日 ・3日の両 日,臨時委員は現地入 りをし,釜石での実践
に触れ,同 時に陸前高田の視察情報 も得ることがで きた。両 日にわたって臨
時委員会を開催 し,議論を通 じて,臨 時委員会 として陸前高田市役所文書の
レスキューを実施する旨が決定,筆 者が担当委員 となった。この時点で構想
されていたのは,次のようなスキームであった。
第1に,基 本的なスタンス として,公 文書 レスキューを通 じた行政支援 と
したい というものであった。釜石の レスキュー活動に対 して,市 役所側か ら
「行政を進める上で必要な資料の手当をして くれるのはありがたい」という声
5)「読 売 新 聞』2011年5月12日 付,「 日本 経 済新 聞』2011年6月25日 付 。
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が寄せ られていた。臨時委員会ではこうした状況を踏まえ,被災地の復興 ・
再建のプロセスに公文書の復旧を含めてい く,それを役所の当然の業務 とし
て,例 えば文書担当の部署が動けるような枠組みまたはスタイルを陸前高田
市を事例 として作っていけないだろうか,と 構想 したのである。そ してこの
時点か ら,レスキュー対象は現用公文書(こ の場合,市 が歴史的公文書 と位
置づけていない,と いう意味)で あるという事実がはっきりと認識されるよ
うになった。
第2に,第1の 点を実現するためにレスキュー活動を現地で行う,という
姿勢である。
これについては委員会において,人 手,作 業場所,資 材確保等の各側面か
ら,現地での作業は困難ではないか との指摘が出されていた。 しか し臨時委
員会 としては,基本的に現用公文書を現地か らはなすことはしない,と いう
認識をひとまずは共有するに至った。
第3に,現 地作業を行うにあたり,その主な担い手を行政職員,つ まり公
務員の派遣に求めようとした。こうした構想は,全史料協会長 ・副会長によ
る全国知事会等への要望活動(5月27日)に おいても,被災公文書の保全 ・
レスキュー活動に対 して多面的な支援を要請する中に,人的な派遣を可能に
するような都道府県 ・市町村による相互調整を求めるという形で表明されて
いた。つまり,被災自治体が県知事を通 じて全国知事会へ公務員の派遣を要
請 し,それを受けて知事会か ら各自治体へ呼びかけて もらう,という仕組み
である。現時点では公務員派遣はまだ実現 していないが,臨 時委員会は,長
期にわたる活動の中でこの構想を活か してい く方針である。
ここで,も うひとつの要望活動にも触れておきたい。6月8日には政府関係
者に対 して,被 災公文書の レスキューへの多面的な支援を要望 した。特に,
当時議論されていた 「震災復興構想」に公文書管理法の精神を盛 り込むこと
について申し入れを行った。
6月25日,東日本大震災復興構想 会議が 「復興への提言」を発表した。構
想は,文化財,地 域歴史文化,MLAK施設の再建 とともに,災害を記録 し伝
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承 してい くこと,記録を保存 ・公開する必要に触れている6)。現在,文化財等
救援委員会,各 地の歴史資料ネットワーク,ボ ランティア団体等により,地
域歴史資料や文化財等の復旧活動が進め られている。全史料協の活動 もこう
した全体構造 の中で とらえる必要があろう。そ して 「復興への提言」構想に
も,こうした大 きな傾向 と重なる部分が含まれていることは注 目すべ きであ
る。今回の被災後の特徴で もある,知的 ・文化的側面での復興 ・再建活動の
中に,全 史料協 も位置付いていると考えられよう。
3.陸前高田市役所の被害
陸前高田市の中心市街地は広田湾の奥に位置 していた。沿岸部は高田松原
と呼ばれる景勝地であった。この湾に面 した市街地に市役所をはじめ とする
公共施設が集中してお り,市役所 消防署 図書館 と博物館の複合施設,体
育館 といった施設群が軒並み壊滅的な被害を受けた。
市役所は鉄筋4階 建てであるが,津 波は屋上にまで迫る勢いであったとい
う。震災発生当 日の3月ll日,市長をはじめ職員及び近隣住民127名が,こ
の屋上で夜を明か した7)。3月27日付朝日新聞によると,職員296人のうち,
教育長や議会事務局長 ら幹部を含め約70人が死亡 または行方不明となった。
同じ記事は,その結果 として戸籍を含むほとんどの書類が流され,市 役所業
務が困難になっていることを報 じている8)。
市の公文書はどのような状態に陥ったのであろうか。筆者が現地視察 と聞
き取 りを通 じて知 り得た範囲で整理 してお く。市役所裏側には鉄筋2階 建て
の建物がある。これは 「防災庁舎」であったが,1階は倉庫,2階が文書庫 と
して使われていた。当然この建物 も津波に飲まれたのであるが,2階には大 き
な窓がないために海水が建物内にとどまり,その結果文書等が流出すること
6)東日本大震災復興構想会議 「復興への提言一悲【参のなかの希望』2011年6月25日,22
ページ及び47ページ。
7)戸羽太 『被災地の本当の話をしよう一陸前高田市長が綴るあの日とこれから』ワ
ニブックス 【PLUS】新書,2011年。
8)「朝日新聞』2011年3月27日付。
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にはならなかったようである。筆者 らが7月 に現地視察 した際 津波の勢い
であろうか,ス チール製の書架が大 きく歪み,倒 れかかっている様子が確認
で きた。
この時点で,文 書庫に保管されていた文書群の多 くは,自衛隊によって隣
接する市役所建物内に運び込まれていた。臨時委員会では,これ らをレスキ
ューの対象 として設定することになった。
しか し市役所庁舎内の各課にも公文書類が保管されていた。これ らについ
ては,建物が破壊されて危険であるなどの理由で,ま とまった救出活動は本
稿執筆時点(2011年11月)まで行われていない。
4.レ スキュー着手 に向 けた準備 ・調整
全史料協臨時委員会では,7月の現地入りを踏まえてレスキュー活動への着
手を決定 した。ここではその準備段階について述べてお く。
まず第1に,現 地視察を踏まえて被災公文書等の レスキュー活動の具体的
な方策を陸前高田市へ提案した。この段階では,(1)市役所建物から作業場
所への搬出(2)作 業対象の確定(3)乾 燥作業など(4)復 旧作業の4段
階計画であった。作業場所については,市役所から約10km離れた,旧陸前高
田市立矢作小学校校舎の使用が可能 との情報を市か ら得ていた。臨時委員会
ではそこまでの搬出に第1に 着手すべ きと考え,運搬手段 ・人手 ・費用につ
いて検討を行った。 しか し調整の途中で,市 役所か ら小学校まで自衛隊によ
って運搬されたことが明 らか となり,この段階については解決することにな
った。また教育委員会の文書については,職員によって救出,同所へ運搬さ
れていたことも後に判明 した。
第2に,活 動資金の獲得を試みた。臨時委員会は設立の時点で全史料協か
ら100万円の臨時予算を認め られていたが,レ スキューに本格的に着手する
には全 く不足 していた。そこで事務局によって,企 業等による助成への応募
や募金獲得活動が行われたが,資 金調達には至 らなかった。
資金面での懸念は容易に解消されなかったが,7月末の時点で,文化庁によ
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る文化財等 レスキュー事業の枠組みで全史料協が活動するという方向性が明
確になった。これがこの時期の第3の 動向である。7月26日,文化財等救援
委員会第2回 会議が開催された。この席上で事務局か ら,レスキュー事業へ
の専門家の派遣に対 して旅費を支給する方向性で検討 している旨が報告され
たのである。全史料協会員を中心 とする派遣メンバーの旅費については,こ
れで解決の糸口が見えることになった。 しか しレスキュー作業には大量の人
手を投入する必要がある。臨時委員会では,この大量の人手を全史料協会員
等ですべてまかなうのではなく,緊急雇用基金を活用 して現地の人々に従事
して もらうことを構想 していた。この点は釜石市での国文研の取 り組みに学
んでいる。臨時的なものではあるが,現 地での雇用創出と再建へのささやか
な支援 となることへの期待 も込め られていたのである。
これ らの準備を経て,8月10日・11日には会長 ・事務局員及び担当委員で
ある筆者が現地入 りし,レスキュー開始に向けた市役所 との協議を行った。
この協議の場で,陸 前高田市役所の現用公文書 レスキュー事業への複数のア
プローチが形を伴って現れた。これが,こ の間の第4の 動向である。
そのひとつは,法政大学による活動である。法政大学では,サスティナビ
リティ研究教育機構において,プ ロジェク ト・マネージャである金慶南准教
授がジャパン ・プラットフォーム(JPF)から資金を獲得 市議会関係公文書
の レスキュー ・復旧作業をすでに開始 していたのである。法政大学がこうし
た活動に取 り組む背景には,法政大学が従来から国会や市町村議会 との問で,
教育研究や人的交流を通 じた関係を構築 して きたという経緯があった。特に
陸前高田市議会については,法学部教員がアドバイザーとして支援 して きた
経緯 もあることか ら,早 くから市議会と連携 して事業に着手できたのである。
協議には金准教授が出席された。
もうひとつは,神奈川県立公文書館によるレスキュー活動である。同館で
は,緊急雇用基金を活用 し,陸前高田市役所の被災現用公文書のうち約1,200
点を対象 として選定 した上で館へ移送,修 復作業に着手するという計画が立
案されていた。協議には下元省吾館長 らが出席,こ の計画を公表された。
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このように,8月の協議を通じて,陸前高田市役所における被災現用公文書
の レスキューが多様なアプローチによって実施されることが明らかになった。
担当委員 として考えさせ られたのは,で は全史料協固有の,全 史料協でなけ
ればで きない活動 とは何だろうか ということであった。 もちろん多様な主体
と協調 しつつ,実 際の作業が進むことが最 も重要なことである。 とはいえ資
金力に乏 しく,かつ意志決定 と行動にあたって身軽 とはいえない組織の活動
の難しさを痛感させ られた。さしあたり,8月の協議を終えた時点では,陸前
高田市における公文書 レスキューの全体的な動向に配慮 して調整を行うコー
ディネーターとしての役割を,全史料協臨時委員会が果たす もの と考えてい
た。 しか しこうした筆者の考えは,ま だ漠然 としたものであった。
5.全史料協による救援活動
こうした経緯を経て,全 史料協による陸前高田市役所の現用公文書の レス
キュー活動がようや く始まることになった。以下,現 時点の到達点 と課題に
ついて報告する。
報告にあたり,個人会員である林貴史氏の尽力に触れておかなければなら
ない。林氏は釜石での レスキュー活動のほとんど全体にわたって参加 し,さ
らに三陸沿岸部の被災自治体公文書について も独自の調査を行っていた。こ
うした経験に基づいて,臨 時委員会に対 して も初期か ら情報提供や技術面の
ア ドバイスを寄せ られた。陸前高田市での レスキュー活動の現場で も,林氏
か らアドバイスを受けたり,議論 したりしなが ら作業を進めていったことを
申し添えてお きたい9)。
さて,全 史料協が レスキュー活動の対象 としたのは,先述の通 り自衛隊に
9)水損文書復旧の技術面については,青 木睦氏を中心とする国文学研究資料館によ
る釜石市での取り組みに学ぶところが大きかった。青木睦 「大量水損被害アーカ
イブズの救助システムと保存処置技術」(熊本県天草市総務部総務課天草アーカイ
ブズ編 『水損被害公文書対応報告書』2011年,所収)を 参照。なお水損した歴史
資料の保全 ・復旧に関しては,松 下正和 ・河野未央 『水損史料を救う一風水害か
らの歴史資料保全』(岩田書院,2009年)がある。
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よって旧矢作小学校校舎まで搬送された公文書群(簿 冊)で あ り,筆者達は
その点数を約15,000と見積もっていた。レスキュー活動の当面の目標 として
は,津波によって水損 した公文書群を,全体 として安定的に放置で きる状態
に,で きるだけ早 く移行させること,に設定 した。つまり,放置 しておいて
も,水損によるカビの発生を防 ぐことがで きるような状態にまで,と にか く
乾燥させることを重視 したのである。津波により被災 した公文書群は,泥 な
どの汚物 も大量にかぶっている。これ らを払い落 とす,つ まりクリーニング
作業が当然想定されるが,乾 燥することにより泥が自然に落ちることが予想
されたため,と もか く乾燥させることを最優先課題 とした。このような方針
を立てたことには,作業対象が大量であることも関わっている。
これに関連 して,(文化庁)救援委員会のレスキュー事業について触れてお
きたい。7月の会議では救援委員会の任務は緊急避難までである,ということ
が指摘された。 しか し当初の呼びかけには修復 も含まれていた。こうした議
論か ら窺われるのは,少 なくともこの時点では救援委員会が全体 として どの
地点に活動を落着させるのか,明 確な合意が形成されていなかったというこ
とである。実際の レスキュー活動の現場では,「どこまでやるか」は,被災資
料の状態やマ ンパワー,資金 と資材の調達状況など,多様な諸条件を突 き合
わせた上で判断されなければならない。現時点で被災公文書の レスキュー事
例は数多い とはいえないが,公文書についても事例が積み重ねられることで,
具体的な目標設定が可能になってい くのではないだろうか。
作業場は,旧陸前高田市立矢作小学校校舎である。市中心部から車で約20
分走った,谷 間にある小学校である。陸前高田市はいわゆる昭和の大合併で
成立するが,そ の とき合併された村のひとつが矢作村であった。小学校は明
治以来130年以上にわたって存続 して きたが,2011年3月末を持って閉校 と
なっている(これは震災 とは無関係である)。
この校舎は,筆者等の作業開始当初は遺体安置所 として用い られていた。
校舎の1階 と体育館はそのためのスペースとして利用され,警 察関係者のほ
か,時 には遺族の方々も出入りするような場所であった。筆者等はその上階2
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階を作業場 としていたのである。
作業 日程について述べてお く。乾燥させる作業であることか ら,秋の気候
を考慮 して9月 か ら10月までに乾燥のめどを立てることを目標とした。それ
以降は現地は寒 くなることか ら,秋の問に乾燥させようとしたのである。ま
た,市役所担当者や後述する現地従事者の負担 も考慮 し,土 日祝 日は作業を
休むことにした。
こうした条件を踏まえ,全史料協 としての作業は8月29日から開始 し,9
月22日でいったん区切 りをつけることになった。これは救援委員会の枠組み
で専門家を派遣する作業については区切 りをつけたということである。ただ
し今後 も断続的ではあれ,引 き続いて専門家を派遣 したい と考えている。
しか し作業自体は現地で継続 している。その後,地 元の方々によって作業
が継続 して行われているのである。全史料協メンバー抜 きで も,作業が進ん
でいるわけだが,こ こで作業に従事 した人々について述べる。まず全史料協
か ら派遣 したメンバーである。全史料協では,震災発生後に現地での レスキ
ュー活動に従事で きる,ま たは従事を希望する人々を,機関会員 ・個人会員
か ら募っていた。継続的に募集を続けた結果,レ スキュー事業開始時点での
登録者数は約40人にのぼっていた。かれらは職業的に古文書や公文書,あ る
いは各種の歴史資料を取 り扱うアーキビス トや博物館学芸員,あ るいは専門
研究に従事する大学院生等か らなる。かれ らはレスキューの現場では実務に
あたるとともに,現場での統括者 としての役割が期待された。そ して救援委
員会の活動の主眼は,かれ ら 「専門家」を現地へ派遣することに置かれてい
るのである。
次に,緊急雇用基金によって雇用された地元の方たちである。緊急雇用に
は岩手県 と陸前高田市の2つ の枠があり,たとえば初 日の8月29日には県か
ら2人,市 の枠で3人,と いう具合に作業に入っていただいた。
さらに,陸前高田市役所退職者(OB・OG)の方々にも,ボランティアで作
業に加わっていただいた。公文書を取 り扱うにあたり,市担当者か ら退職者
の会へ協力を要請していただいたのである。市側においては,OB・OGには保
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存文書 と廃棄文書の弁別等についてアドバイスをいただくという役回りが想
定されていた。筆者等の作業には,1日に3人から5人 くらいのOB・OGに参
加 していただくことがで きた。
このように,現地での作業従事者の うち,全 史料協派遣メンバーは1日3
人前後 と,相対的に少数であった。登録者は40人以上に上っていたものの,
現場が遠隔地であること,かつ交通が寸断されてお りアクセスが困難である
という悪条件 も重なり,参加する上で本務 との調整がつかない というケース
が多かったようである。また上記の作業者に配慮 して平 日にしか作業 日を設
定 しなかったことも,全史料協派遣メンバーの参加を難 しくした要因だった
か もしれない。
このように全史料協派遣メンバーは相対的に少数であったが,筆 者達が公
文書 レスキュー活動に従事する上で,こ れまで公文書 と関わることのなかっ
た現地の方々と協力 して作業で きたことは収穫だったのではないか と考えて
いる。上記作業期間のうち実働は18日,この期間に全史料協は延べ49人を
派遣 したが,緊 急雇用 と退職者を合わせた現地の人々の数はこの3倍 くらい
(延べ人数)に 上っているであろう。全史料協が被災地へ人的派遣を行い,か
つ現地の人々に混ざって公文書の レスキュー活動に従事 したというのは,従
来の全史料協が経験 しなかった画期的な局面ではないだろうか。
最後に,レスキュー活動における作業内容について述べておこう。筆者達
が8月 に確認 した時点では,被災公文書群は旧矢作小学校校舎まで自衛隊に
よって搬送され,校 舎2階 の教室内に積み上げられていた。水損 したまま放
置されていた文書群が大人の腰 くらいの高さにまで積み上げられ,い くつか
の山を形作っていたのである。その結果,下 の方に積まれた文書は水分を含
んだまま通気性の悪い空間に閉じこめ られてお り,カビの発生や腐敗が懸念
された。
筆者達の作業は,こ うした状態にある文書群の山をくず し,文書(簿 冊)
床面へ展開する,つ まり立てて並べてゆくことか ら始め られた。乾燥を促進
するため,バ インダーや表紙か ら文書の綴 りをはず し,の どの部分を手前に
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置 き換えて紐で くくり,立てて並べていったのである。また,通気性の良い
果物の収穫カゴをホームセンターで購入 して,文 書を収納 して積み上げるな
ど,限 られたスペースの有効活用をはかった。文書の乾燥を促進するため,
風が当たりやすい状態をつ くることか ら始めたのである。水分を含む大量の
文書を,残暑 と塵埃の中で運搬する作業はきびしい もので,高 齢者や女性を
含む作業メンバーの健康状態に配慮 しなが らの作業 となった。
次の段階 として,折 り畳んだ新聞紙を市販のキッチンタオルで挟んで吸湿
シー トを作成,こ れを文書に挟み込んで湿気を移行させる作業に進んだ。キ
ッチンタオルは一関市内のホームセンターで購入 し,新聞紙は全史料協メン
バーが関東や関西か ら発送 したり,現地のホテルか ら譲 り受けたりして調達
した。乾燥を促進するためには扇風機が有効である。釜石市での レスキュー
に対 して天草アーカイブズか ら工業用扇風機数台が提供されていたが,陸 前
高田市での作業進行に合わせ,釜 石の現場か らこれ らを融通 していただくこ
ともで きた。全史料協ではレスキュー活動にあたり,資材購入等の側面で現
地に負担をかけないことを原則 としていた。それで も公文書の復旧が進むと
必要になるということで,市 においてスチール製の書架を購入 していただい
た。こうして備品が徐々に充実 し,乾燥作業の効率が高まっていった。
被災公文書は救出 ・運搬の過程で,書 庫に収納されていた当時の秩序は全
く失われている。それゆえレスキュー作業に当たっては,作成部署や作成年
代等に基づ く文書の分類 あるいは元の配架場所に即 した整理を行わず,文
書群を全体 として放置 して も劣化のおそれの少ない,安 定 した状態にまでボ
トムアップしてい くことを筆者達は方針 とした。しかし市側の意向としては,
廃棄すべ きもの と保存 してい くものの弁別をこの機会に行うことを希望 して
いた。そこに市OBの 役割も期待されていたのである。かれらの考え方では,
保存年限の過 ぎた文書は廃棄すべ きであ り,また内容面で も保存 してお く必
要のない文書を仕分けして廃棄 してい くことが必要 となる。これは適切な文
書管理の実践で もあるが,全 史料協 としては被災公文書の レスキュー活動を
文書廃棄の機会にすることは想定 していなかった。こうした面で,全 史料協
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と市側の考え方の違い も生 じることになった。
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お わ りに
これまでの全史料協臨時委員 としての活動を通 じた考察を,最後にまとめ
てお く。
第1に,「文化財等救援委員会」の枠組みに現用公文書も含めて捉えること
についてである。全史料協では救援委員会に参加する上で 「等」の拡大解釈
を委員会に求めたのである。救援委員会によるレスキュー事業では,おそ ら
く現用公文書は想定されていない。今回レスキューした陸前高田市役所文書
は,歴史的な,あ るいは文化財 としての価値評価が定まっているわけではな
い。一部に昭和の大合併以前の村役場文書 も含まれているが,大 半は新 しい
文書である。筆者達はこれ らの文書群に,地域の記録資料 として,そ して将
来の文化財 としての価値を見いだしたのである。特に今回の災害においては,
地域の姿が失われて しまったところもあ り,そのような失われた地域のあ り
方を記録 した文書 として貴重なのではないか と考えたのである。
第2に,今 回の レスキューは,地元自治体か らの切実な要請を受けて行わ
れたものではない,と いうことである。むしろ全史料協は現地へ押 し掛けて
いったのである。ここにはむしろ,全史料協へ結集 した人々の願いが込め ら
れていたと考えるべ きではないだろうか。筆者はそれを,以下の2つ の側面
か ら捉えている。
ひとつは,公文書管理法の精神に基づいた適切な文書管理を,被災 した地
方自治体において も実現 してほしい という願いである。冒頭で指摘 したよう
に,公文書管理法は過酷な社会状況の下で施行された。この大規模自然災害
の直後において も,少 しで も公文書管理法の精神にのっとった文書管理の実
現に近づいてほしい と考えたのである。
もうひとつは,地域の復興 ・再建の一環 としての意味である。被災地の復
興 ・再建に当たり,これまで自治体や地域住民が共同して積み重ねて きた歴
史的経験の蓄積を踏まえることが必要だと筆者は考える。地域の記録資料を
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復旧することで,地 域社会や自治体,そ して大規模自然災害を,歴史的な文
脈や継続性の もとで とらえる基礎が得 られるのである。そ して,自 治体にも
このような視点を持ってほしいのである。全史料協の活動は,公文書 レスキ
ューを通 じた自治体支援,地 域支援であ り,さ らに踏み込むならば,歴史的
存在 としての地域のあ り方を大切にした復興 ・再建の実現に結びつ く営みな
のではないだろうか。
第3に,レ スキューの駆動力 と担い手をめ ぐって述べてお きたい。今回の
レスキューは,全史料協が陸前高田市へ提案をし,これに市が応えたことで
実現 した。陸前高田市は全史料協会員ではなく,全史料協はアクセスの道筋
を持たなかった。それが可能になったのは,ひ とつは先述 したように,群馬
県文書館による情報提供による。 しか し群馬県において も,活動の出発点 と
なったのは市 とのいわばインフオーマルな関係であった。同様のことは,国
文研 と釜石市の関係にも当てはまる。つまりここか ら浮かび上がるのは,被
災自治体の公文書をレスキューする道筋や枠組みが不在であるという事態で
ある。この点をめ ぐっては,公文書管理法が施行された現時点において,国
によってその枠組みが示されることがなかったことが問題ではないだろうか。
レスキュー活動において,全 史料協派遣メンバーは,職業的に各種の歴史
資料 ・記録資料を取 り扱う博物館学芸員やアーキビス ト(あるいはその卵)
であった。全史料協は,かれ らによる現地支援 と,さ らに来るべ き災害に備
えた経験の共有を目指 したのである。
全史料協派遣メンバーはボランティア'°)であり,本務都合との関係から現地
入 りが困難なケース も少なくなかったと思われる。このため全史料協事務局
が人員の確保 ・調整に苦慮 した場面 もあった。
こうした困難の克服 と,経験の広範な共有 という側面か ら,公文書 レスキ
ューにおいて も公務員派遣が 目指されるべ きであろう。全史料協の要請はま
10)これは野田正彰氏のいう本来のボランティアに近い形態であろう。野田正彰 「こ
の社会の歪みについて一自閉する青年,疲弊する大人』ユビキタ・スタジオ,2005
年。
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だ実現 していないが,今 後実現に向けた努力が継続される見通 しである。
実際に取 り組みが展開 したレスキュー活動においては,陸前高田市担当者
による諸条件の調整(作 業場の手配 ・整備,人 員の確保)と,現 地従事者の
頑張 りが大 きな意味を持った。市担当者の尽力によって緊急雇用による臨時
職員の確保 市役所退職者による協力を得ることがで きた。そ して レスキュ
ーの現場では,全史料協メンバーが指導的立場に立ちなが らも,現地の方々
による自律的な作業の進行管理が一部ではあるが実現 し,機能するようにな
ったのである。その結果,9月22日以降の作業の継続が可能になった。この
ように全史料協派遣メンバーが現地の方々と共ににレスキュー活動に取 り組
むことがで きたことに大 きな意義がある筆者は考える。ここには,公文書管
理の地域的基盤 ともいえるものが育ってゆく可能性がはらまれているのでは
ないだろうか。
陸前高田市における被災公文書 レスキュー活動において全史料協は,公文
書保全に向けて被災自治体を動かす駆動力,エ ンジンとしての役割を果たし
たといえよう。そ してこのことは,作業の方針 とも関わっている。つまり,
大量の文書群を全体 としてボ トムアップする方針の下,現 地で作業を行った
ことで,市 と地域住民を担い手とするレスキュー活動に結びついたのである11)。
最後に,レスキュー活動 と臨時委員会の今後について触れてお きたい。緊
急雇用は今年度末まで継続することになってお り,現在 も現地で作業が進行
している。現在必要なのは,冬季作業への配慮である。ス トー ブによる暖房
が必要であるが,こ うした作業環境の変化による,処置中の文書への影響を
避けなが ら乾燥作業をさらに進めてい くことになる。そ して乾燥に目処がつ
いた文書か ら,クリーニ ング,フ ァイル交換 目録作成などに順次作業を進
めてい くことになる。特に,公文書の取 り扱いに不慣れな人で も取 り組める
ような目録作成の工夫が求め られるであろう。全史料協は作業の進行を見据
11)レスキュー活動の模様は大船渡市や陸前高田市で発行される地元紙 「東海新報』
紙上で報道された(2011年10月8日)。
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えつつ,断 続的にではあれ現地ヘメンバーを派遣 して,必 要な助言を行う方
針である。
全史料協臨時委員会の任期は翌年3月 末までである。臨時委員会は,レス
キュー活動の実践を踏まえた中間総括及び提言を公表すること,さ らに現在
進行中の被災自治体調査の結果を公表することが任務である。筆者 も臨時委
員の一員 として,こ れ らの活動に引 き続 き従事 してい く所存である。
(付記)本 論は,2011年10月27日・28日に開催された第37回全国歴史資料
保存利用機関連絡協議会全国(群 馬)大 会の全体会1で 報告 した内容に加筆
したものである。同じ大会の研修会では,西村慎太郎氏(国 文学研究資料館)
による釜石市の レスキュー事例の報告 もあった。これ らの概要は全史料協刊
行の 『記録 と資料』や 『会報』で公表される予定である。
(しまだ ・かつひこ/経済学部准教授/2011年11月2日受理)
